
要　約
①測定装置においては測定結果は一意的でなければならない．②対象粒子とプロ

ーブの相互作用は運動量と角運動量を保存しなければならない．
相互作用後の粒子とプローブの位置演算子 ， が相互作用前の演算子 ，

の関数で与えられるとき，①と②の条件がそれらの関数形をどのように限定するか
考察した．本論文の結果は，すべての粒子の位置 に対して，その測定値の平均
が の平均に等しいという条件を課すことによって，線形性の仮説を証明できる
ことを示唆している．
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位置の測定装置における時間発展演算子

小 杉 誠 司
（2009年 9月21日受理）

１　はじめに

前論文１）で位置と運動量の不確定性関係の問題を考察した際に，次のような１次元

の位置測定のモデルを提示した：

対象粒子が測定装置の一部であるプローブ（probe）と時刻０で相互作用を始め，

時刻 t に相互作用を終える．相互作用を終えた直後にプローブの位置を別の測定装置

によって測定し，その測定値から対象粒子の位置の測定結果を予測する．その際プロ

ーブの位置の測定は誤差０でおこなうことができること，またその測定が粒子の運動

量を擾乱することがないと仮定されている．

このモデルで重要なことは，対象粒子とプローブの相互作用をどのように記述する

かという問題である．von Neumannは有名な観測理論２）のなかで，次のような方法で

測定後の粒子とプローブの位置演算子を求めている：

①相互作用を選びハミルトニアンを作成する．

②ハミルトニアン は粒子とプローブの運動エネルギーと相互作用 の和V̂Ĥ

キーワード 測定の理論，位置測定，運動量の保存則，角運動量の保存則，
測定値の平均
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（１）

で与えられるが， として， でハミルトニアンを近似する．

③ハミルトニアン を用いて，時間発展演算子 を求める．

④相互作用後の粒子の位置演算子を より計算する．ここで は相互

作用前の粒子の位置演算子である．

例えばvon Neumannは ＝ （Kは定数）という相互作用を考えたが，このとき

（２）

となる．ここで は相互作用前のプローブの運動量演算子， ， は相互作用前

の対象粒子とプローブの位置演算子である．ここで ＝1としている．Ozawa３）,４）

はもう少し複雑な相互作用を考えた．von Neumannと同じ方法を使って，その相互作

用の場合には

（３）

を得た．

上で述べた方法の欠点は，②で と仮定して，粒子とプローブの運動

エネルギーを無視する近似をしていることである．この近似の妥当性は吟味されてい

ない．

筆者は前論文でvon NeumannやOzawaの結果（２），（３）から

（４）

と仮定し，この場合について の正しい測定値 を具体的に定義した．ここ

でパラメータ ， ， ， は実数である．これらのパラメータの値は粒子とプ

ローブの相互作用によって決まり，相互作用前の粒子とプローブの状態にはよらない．

相互作用の前後で粒子とプローブの運動量の和は保存されなければならないが，この

ときには

（５）

が成立する．

前論文１）では述べていないが，式（４）の線形性の仮説を用いると，すべての計算

を簡単におこなうことができ，しかも，そこから導出された結論は物理的に考えて合

理的で満足のいくものであった．

筆者は線形性の仮説（４）が，位置の測定装置の相互作用の場合には，すべての相

互作用で成立すると考えている．本論文でこのことを示したいと考えている．

測定装置の条件として最も重要なことは，測定結果の一意性である．ここで考察す

る装置では，相互作用後のプローブの位置の測定結果から対象粒子の位置を予測する

α1 + α2 = 1, β1 + β2 = 1

β2β1α2α1

(x0)expx̂0

x̂t = α1x̂0 + α2X̂0, X̂t = β1x̂0 + β2X̂0

ĥ0 + Ĥ0 ≈ 0

x̂t = x̂0 − X̂0, X̂t = x̂0

Kt

X̂0x̂0P̂0

x̂t = x̂0, X̂t = x̂0 + X̂0

Kx̂0P̂0V̂

x̂0x̂t = Û−1x̂0Û

Û = exp{− i
h̄Ĥt}Ĥ

Ĥ ≈ V̂ĥ0 + Ĥ0 ≈ 0

Ĥ = ĥ0 + Ĥ0 + V̂
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のであるが，予測値が２つ以上ある相互作用を粒子とプローブの相互作用として使う

ことはできない．次に粒子とプローブの相互作用は運動量や角運動量などの保存則を

満たさなければならない．最後に，例えば の測定の場合，測定値の平均は測定対

象である の平均に等しくなければならない．対象粒子の状態を測定前に想定する

ことはできないから，任意の粒子の初期状態に対して上のことが成立しなければなら

ない．これらの条件から線形性の仮説が正当化されると予想している．

２　測定装置の条件

測定前にプローブの位置を測定しておき，測定後のプローブの位置の測定値から対

象粒子の位置を測定する装置を考える．このとき対象粒子とプローブからなるシステ

ムの測定前の状態を とすると，測定後のシステムの状態は

（６）

とならなければならない．ここで ， は任意の関数， はシステム

の時間発展演算子であり，テンソル積 を と簡略してかいた．ま

た と はそれぞれ測定前の対象粒子とプローブの位置演算子 と の固有

ベクトルである．式（６）の右辺は一般には状態ベクトルの重ね合わせになるが，以

下に説明するように， が測定装置と対象粒子の時間発展演算子であるという条件

により，右辺は１項のみでなければならない．

もし測定後の状態が次のような２項の和になると仮定する：

このときプローブの測定後の位置の測定値 を用いて， から得られ

る と， から得られる の，二つの が得られ， の値は一意

的に決まらない．明らかに，このような相互作用をする装置は測定装置として不適格

である．同じ理由により，関数 の値と の値が１対１に対応していなけれ

ばならない．

式（６）の関数 と を

（７）

とすると，

（８）

が成立することが容易にわかる．

式（８）を見ればわかるように，式（６）で関数 と がわかれば，g(x0, X0)f(x0, X0)

g(x0, X0)f(x0, X0)

x0数 g(x0, X0)

x0x0x0(x0, X0)g2X =x0

(x0, X0)= g1XX

Û

X̂0x̂0|X0〉|x0〉
|x0, X0〉|x0〉⊗|X0〉

Ûg(x0, X0)f(x0, X0)

Û |x0, X0〉 = |f(x0, X0), g(x0, X0)〉
|x0〉 ⊗ |X0〉

x̂0

x̂0
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Û |x0〉 ⊗ |X0〉 = c1|f1(x0, X0), g1(x0, X0)〉 + c2|f2(x0, X0), g2(x0, X0)〉,
g1(x0, X0) �= g2(x0, X0).　

x̂t ≡ Û−1x̂0Û = f(x̂0, X̂0), X̂t ≡ Û−1X̂0Û = g(x̂0, X̂0)

xt = f( , Xt = g(x0, X0)(x0, X0)



相互作用後の粒子とプローブの位置をもとめることができる．また任意の と

に対して式（６）が成立すると考えれば，ヒルベルト空間の任意の状態ベクトルに対

して の作用をもとめることができるから，式（６）はハミルトニアンを使わずに直

接時間発展演算子 を定義していると考えることができる．従ってこの方法は，前

章で述べた粒子とプローブの運動エネルギーを無視する近似とは無関係である．

３　空間の一様性という条件

よく知られているように，空間の一様性（座標軸の原点をどこにとってもよい）と

いう対称性から，運動量の保存則が得られる．逆に運動量は保存しているから，式

（８）は空間の一様性という対称性を満足しなければならない．このことは式（８）の

関数形に制限を与える．

座標系を 軸に沿って正の方向に 移動する変換を考える．変換前の粒子の位置

演算子を ， ， とすると，変換後の粒子の位置演算子 ， ， はそれぞれ

， ， である．この座標系の変換を表す演算子を と

すると， であり，よく知られているように５），

（９）

ここで は系の全運動量の 成分である．

相互作用の前後で全運動量が保存するので，

（10）

従って， と ， と ，そして と も可換である．

式（８）では空間１次元の問題として考えていたが，ここでは３次元空間を考えて

いるので，相互作用後の粒子の位置は

（11）

（12）

（13）

となる．

式（11）に左から ，右から をかけると

ここで本論文で考えている関数はすべてテーラー展開可能と仮定し

とした．任意の に対して上の式が成立しなければならないからδx

T̂−1
xT̂x

Û−1T̂xÛ−1T̂−1
xÛT̂−1

x

xP̂x

x̂′
0 = T̂xx̂0T̂−1

x

T̂xẑ′0 = ẑ0ŷ′0 = ŷ0= x̂0 − δxÎx̂′
0

ẑ′0ŷ′0x̂′
0ẑ0ŷ0x̂0

δxx

Û

Û

|X0〉|x0〉
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T̂x = exp{− i

h̄
P̂xδx}.

[T̂x, Û ] = 0.

x̂t = fx(x̂0, ŷ0, ẑ0, X̂0, Ŷ0, Ẑ0),

ŷt = fy(x̂0, ŷ0, ẑ0, X̂0, Ŷ0, Ẑ0),

ẑt = fz(x̂0, ŷ0, ẑ0, X̂0, Ŷ0, Ẑ0)

x̂t − δxÎ = fx(x̂0, ŷ0, ẑ0, X̂0, Ŷ0, Ẑ0) − δx(
∂fx

∂x̂0
+

∂fx

∂X̂0

).

T̂xfx(x̂)T̂−1
x = fx(T̂xx̂T̂−1

x )



. （14）

同様に式（12）と（13）に左から ，右から をかけて，

（15）

（16）

を得る．

偏微分方程式（15）の一般解は， を任意の関数として である６）．

このことより偏微分方程式（14）の一般解は， であることがわ

かる．従って偏微分方程式（14）～（16）の一般解は， を任意の関数として

（17）

である．

同様に，座標系を 軸に沿って正の方向に 移動する変換と， 軸に沿って正の

方向に 移動する変換を考えることによって，

（18）

（19）

を得る．ここで と は任意の関数である．

４　空間の等方性という条件

空間の一様性と同様に，空間の等方性（座標系の向きをどのようにとってもよい）

という対称性から角運動量の保存則が得られる．空間の等方性は式（11）～（13）の関

数形に制限を与えるはずである．

座標系を 軸のまわりに 回転する変換を考える．回転後の粒子の位置演算子 ，

， は

（20）

である．ここで ， ， は回転前の位置演算子である．

軸のまわりの回転を表す演算子を とすると， である．よく知ら

れているように７），

（21）

ここで は系の全角運動量の 成分である．本論文では粒子のスピンは考えていない．zL̂z

x̂′ = R̂zx̂R̂−1
zR̂zz

ẑŷx̂

ẑ′ŷ′
x̂′δθz

Fz(x, y, z)Fy(x, y, z)

δz

zδyy

Fx(x, y, z)
fx = X̂0 + h(x̂0 − X̂0)

fx = h(ŷ0 − Ŷ0)h(x)

T̂−1
xT̂x
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∂fx

∂ŷ0
+

∂fx

∂Ŷ0

= 0,

∂fx

∂ẑ0
+

∂fx

∂Ẑ0

= 0

fy(x̂0, ŷ0, ẑ0, X̂0, Ŷ0, Ẑ0) = Ŷ0 + Fy(x̂0 − X̂0, ŷ0 − Ŷ0, ẑ0 − Ẑ0),

fz(x̂0, ŷ0, ẑ0, X̂0, Ŷ0, Ẑ0) = Ẑ0 + Fz(x̂0 − X̂0, ŷ0 − Ŷ0, ẑ0 − Ẑ0)

fx(x̂0, ŷ0, ẑ0, X̂0, Ŷ0, Ẑ0) = X̂0 + Fx(x̂0 − X̂0, ŷ0 − Ŷ0, ẑ0 − Ẑ0)

x̂′ = x̂ + δθŷ, ŷ′ = ŷ − δθx̂, ẑ′ = ẑ

R̂z = exp{− i

h̄
L̂zδθ}.

∂fx

∂x̂0
+

∂fx

∂X̂0

=xÎ



相互作用の前後で全角運動量が保存するので，

（22）

従って， と ， と ，そして と も可換である．式（11）の左から

，右から をかけると

任意の に対して上の式が成立しなければならないから

（23）

同様にして，式（12）と（13）から

（24）

（25）

ここで式（17）と（18）を（24）に代入して， ， ，

と置くと，

（26）

ここで演算子を示す記号 を省略した．同様に式（17）と（18）を（23），式（19）を（25）

に代入して，

（27）

（28）

を得る．

同様にして，座標系を 軸のまわりに 回転する変換と， 軸のまわりに 回転

する変換を考えることによって，

（29）

（30）

（31）

δθxδθy

ˆ

= z0 −Z0zy = y0 − Y0x = x0 −X0

δθ

R̂−1
zR̂z

Û−1R̂zÛ−1R̂−1
zÛR̂−1

z
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[R̂z, Û ] = 0.

fx + fyδθ = fx +
∂fx

∂x̂0
δθŷ0 +

∂fx

∂ŷ0
(−δθx̂0) +

∂fx

∂X̂0

δθŶ0 +
∂fx

∂Ŷ0

(−δθX̂0).

fy = ŷ0
∂fx

∂x̂0
− x̂0

∂fx

∂ŷ0
+ Ŷ0

∂fx

∂X̂0

− X̂0
∂fx

∂Ŷ0

.

fx = −ŷ0
∂fy

∂x̂0
+ x̂0

∂fy

∂ŷ0
− Ŷ0

∂fy

∂X̂0

+ X̂0
∂fy

∂Ŷ0

,

0 = ŷ0
∂fz

∂x̂0
− x̂0

∂fz

∂ŷ0
+ Ŷ0

∂fz

∂X̂0

− X̂0
∂fz

∂Ŷ0

.

Fx(x, y, z) = x
∂Fy

∂y
− y

∂Fy

∂x
.

Fy(x, y, z) = y
∂Fx

∂x
− x

∂Fx

∂y
,

0 = x
∂Fz

∂y
− y

∂Fz

∂x

Fx(x, y, z) = x
∂Fz

∂z
− z

∂Fz

∂x
,

0 = z
∂Fy

∂x
− x

∂Fy

∂z
,

Fz(x, y, z) = z
∂Fx

∂x
− x

∂Fx

∂z



と

（32）

（33）

（34）

を得る．

５　偏微分方程式の解

偏微分方程式（32）の一般解は を任意の関数として，

である８）．ここで を定数とみなしている．同様に，偏微分方程式（30）の一般解は

を任意の関数として， である．ここでは は定数とみ

なしている．空間の対称性と偏微分方程式（26）～（34）から において，

と を入れ替えたものが になると予想される．従って を任意の関数

として，

と置き，式（26）に代入すると

を得る．これを解いて （ は定数）を得る．従って，定数 は任意の関数

に含めて，

従って，先程述べた対称性から

従って相互作用後の粒子の位置は

（35）

（36）

（37）

となる．同様にして，相互作用後のプローブの位置は， を任意の関数としてi(x)

h(x)ccp(x) = cx

p(x)Fy(x, y, z)y
xFx(x, y, z)

yFy(x, y, z) = i(z2 + x2)i(x)
x

Fx(x, y, z) = h(y2 + z2)h(x)
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Fx (x, y, z  ) = p(x)h(x2 + y  
2 + z  

2 ),　　 Fy (x, y, z  ) = p(y )h(x2 + y  
2 + z 

2 )

p(x) = xp′(y)

Fx(x, y, z) = xh(x2 + y2 + z2).

Fy(x, y, z) = yh(x2 + y2 + z2),

Fz(x, y, z) = zh(x2 + y2 + z2).

xt = X0 + (x0 − X0)h((x0 − X0)2 + (y0 − Y0)2 + (z0 − Z0)2),

yt = Y0 + (y0 − Y0)h((x0 − X0)2 + (y0 − Y0)2 + (z0 − Z0)2),

zt = Z0 + (z0 − Z0)h((x0 − X0)2 + (y0 − Y0)2 + (z0 − Z0)2)

0 = y
∂Fx

∂z
− z

∂Fx

∂y
,

Fy(x, y, z) = y
∂Fz

∂z
− z

∂Fz

∂y
,

Fz(x, y, z) = z
∂Fy

∂y
− y

∂Fy

∂z



（38）

（39）

（40）

となる．

６　３次の項の効果

再び１次元の問題に戻り， 軸上の粒子とプローブの相互作用を考えると，式（35）

と（38）より

（41）

（42）

となる．任意の関数 ， がそれぞれ定数 ， のとき

（43）

（44）

となるが，これは線形性の仮説の式（４），（５）と一致する．

ここで粒子の初期状態が の場合を考える．プローブの位置 には標準偏差

程度のゆらぎがあるので，プローブの波動関数 のどの位置成分と粒子

が相互作用したのかわからない．従って上の式（43），（44）で， に相互作用後のプ

ローブの位置の測定値を， にその平均値 を用いて得ら

れる ， の値を，それぞれの値の測定値 ， と定義する：

（45）

（46）

こうして

（47）

（48）

を得るので，線形性の仮説より

（49）

が成立することがわかる．これは測定値 の平均が測定対象である

の平均に等しいという合理的な結果を示している．（今の場合，粒子の初期状

態を と仮定したので， の平均は である．）一般に測定値に誤差がある場合

には測定値はゆらぐが，その平均値は測定対象である真の値に一致すると考えられて

x0x0|x0〉
x0(xt)

(x0)exp((xt)exp)

(xt)exp(x0)expxtx0

〈X0〉 =
∫

X0|ξ(X0)|2dX0X0

Xt

ξ(X0)σ(X0)
X0|x0〉

β1α1i(x)h(x)

x
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Yt = Y0 + (y0 − Y0)i((x0 − X0)2 + (y0 − Y0)2 + (z0 − Z0)2),

Zt = Z0 + (z0 − Z0)i((x0 − X0)2 + (y0 − Y0)2 + (z0 − Z0)2)

xt = X0 + (x0 − X0)h((x0 − X0)2),

Xt = X0 + (x0 − X0)i((x0 − X0)2)

xt = X0 + α1(x0 − X0),

Xt = X0 + β1(x0 − X0)

(xt)exp = 〈X0〉 + α1((x0)exp − 〈X0〉),
Xt = 〈X0〉 + β1((x0)exp − 〈X0〉).

(x0)exp = x0 + (1/β1 − 1)(X0 − 〈X0〉),
(xt)exp = xt + (α1/β1 − 1)(X0 − 〈X0〉)

〈(x0)exp〉 = x0, 〈(xt)exp〉 = 〈xt〉

Xt = X0 + (x0 − X0)i((x0 − X0)2 + (y0 − Y0)2 + (z0 − Z0)2),



いる．筆者は線形性の仮説（４）が正しいと考えて，時間発展演算子 が粒子とプロ

ーブの運動量の和や角運動量の和を保存しなければならないという条件が，式（７）

の関数 ， の形を決定して，線形性の仮説（４）を導出すると予測

した．しかし得られた結果（41），（42）はもう少し一般的なものであり，そのなかの

特別な場合が線形性の仮説（４）になっている．

式（42）より， の１次の項の次は，３次の項 であるから，

（50）

と仮定して，本章では３次の項の効果について考察する．

３次方程式の解は一般的に知られている．それによると式（50）の解は

（51）

（52）

である．式（52）で負の数の平方根が現れる場合には，３次方程式（50）は３つの異な

る実数解を持ち， と は１対１に対応しなくなってしまうので， の測定値か

ら の値を一意的に決定できない．このような場合は位置の測定装置における と

の関係として不適格であるので，そうならないようにパラメータ ， を選ぶ

必要がある．

， ， としたときの と の関係を図１に示す．このとき

には と の値は１対１に対応していることがわかる．また３次の項を含んでいる

ので正確には直線になっていないが，ほぼ直線と見なせるほど３次の項の効果は大き

くないことがわかる．

ここでは， のときの の値を の測定値と定義しているので，x0x0X0 = 〈X0〉

Xtx0

Xtx0X0 = 1β3 = 1β1 = 1

β3β1x0

Xtx0

Xtx0Xt

(x0 − X0)3(x0 − X0)

g(x0, X0)f(x0, X0)

Û
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Xt = X0 + β1(x0 − X0) + β3(x0 − X0)3, β3 �= 0

x0 − X0 = B(X0)1/3 − β1

3β3
B(X0)−1/3,

B(X0) =
1
2

(−X0 − Xt

β3
+

√
(
X0 − Xt

β3
)2 + 4(

β1

3β3
)3 )

図１　式（50）の関数（β1=1，β3=1，X0=1） 図２（x0）expの平均〈（x0）exp〉と
x0の差│〈（x0）exp〉－x0│

│〈（x0）exp〉－x0│Xt

x0

3

2

1

0

-1
0 0.5 1 1.5 2 x0

0.12

0.10

0.08

0.06

0.04

0.02

0
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（53）

である．

は， が と の関数なので， と の関数である．図２に

と の差 が の値によってどのように変化するかを示す．ここで

プローブの波動関数をガウス型と仮定し， ＝1， ＝0.5とした． は

と の関数であって の関数ではないが，式（50）の場合には のとき

に常に が成立することを示すことができる．図２より ＝1＝ の

とき ＝0であるが，それ以外のときには 0でないことがわかる．特に

＝0.5と ＝1.5付近で が最大になっている．

図３に ＝0.5，1.0，1.5のときの を の関数として示す． ＝1.0（実線）

のときには，原点を ＝（1, 1）に移動したときに が奇関数になって

いることがわかる．ガウス型の は の偶関数であるから

＝1＝ となることを図から読み取ることができる．（図では ＝1と ＝1の

直線を点線で示している．）それに対して， ＝0.5や ＝1.5の場合には，原点を

に移動しても明らかに奇関数になっていないので， は に等し

くならないことがわかる．

以上のことから，プローブのある特定の波動関数を用いて，すべての に対して

を成立させることが非常に難しいことがわかる．上で具体的に考えた

ガウス型の波動関数の場合には明らかに不可能であった．

この章では線形性の仮説が満たされない場合の一つの例として， を含

む場合（50）を考察した．結果は，３次以上の項を含む場合には，プローブの特定の

波動関数を用いて，すべての に対して を成立させることは不可能

であることを示唆している．これは の 依存性のためである．このことは線

形性の仮説の正しさを示唆していると筆者は考える．

x0(x0)exp

〈(x0)exp〉 = x0x0

(x0 − X0)3

〈(x0)exp〉 = x0

x0

x0〈(x0)exp〉(〈X0〉, x0)
x0x0

(x0)expX0x0

〈(x0)exp〉X0 − 〈X0〉|ξ(X0)|2
(x0)exp(〈X0〉, x0)

x0X0(x0)expx0

|〈(x0)exp〉 − x0|x0x0

|〈(x0)exp〉 − x0|
〈X0〉x0(x0)exp = x0

x0 = 〈X0〉〈X0〉X0

x0(x0)expδX0〈X0〉
x0|〈(x0)exp〉 − x0|x0

〈(x0)exp〉X0x0X0x0Xt(x0)exp
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図３　X0の関数としての（x0）exp（x0  = 0.5，1.0，1.5の場合）

X0

（x0）exp

3

2

1

0

-1
-1 0 1 2 3

x0 = 0.5
x0 = 1.0
x0 = 1.5

(x0)exp = 〈X0〉 + B(〈X0〉)1/3 − β1

3β3
B(〈X0〉)−1/3



７　まとめと考察

本論文では，相互作用後の粒子とプローブの位置演算子は，相互作用前のそれらの

位置演算子の線形結合で与えられるという線形性の仮説（４）が，位置の測定装置の

相互作用の場合には，すべての相互作用で成立していることを証明しようと試みた．

その際に測定装置が満たさなければならないと考えた条件は，次の３つである：①位

置の測定装置においては測定結果は一意的に決定されなければならない．②空間の一

様性という対称性から，粒子とプローブの相互作用は運動量を保存しなければならな

い．③空間の等方性から，相互作用は角運動量を保存しなければならない．

しかし３つの条件から最終的に得られた結果は，１次元の場合には式（41），（42）

であり，式（41）と（42）の任意の関数 ， が定数のときのみ，式（41）と（42）

は線形性の仮説（４）と一致した．

そこで１次だけでなく， の３次の項まで含んだ場合を考察した．３次方

程式を解くことによって の測定値 をもとめることができる．その結果興

味深いことがわかった．それはガウス型のプローブの初期状態の波動関数を用いた

場合には，すべての に対して測定値の平均 が測定対象の値 に等しく

することができないことである．３次の項まで含んだ場合にはガウス型以外の波動

関数を用いても，すべての に対して を成立させることはできない

であろう．このことは定数以外の ， を用いた場合には，すべての に対

して を成立させることは不可能であることを強く示唆している．

本論文では証明することはできなかったが，本論文の結果は，すべての に対し

て が成立するという条件を課すことによって，線形性の仮説が証明で

きるということを示している．
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x0〈(x0)exp〉 =
x0

〈(x0)exp〉 = x0

x0i(x)h(x)
〈(x0)exp〉 = x0x0

x0〈(x0)exp〉x0

(x0)expx0

(x0 −X0)

i(x)h(x)
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